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平成１９年度東京都中央卸売市場会計決算審査意見書 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象  中央卸売市場 

２ 審査の方法 

この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、中央卸売市場事業の経営成績及

び財政状態を適正に表示しているかを検証するため、決算諸表、総勘定元帳その他の帳簿及び証

拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算についての説明を聴取するなどの方法により

審査を実施した。 

また、本事業の経営状況を把握するため計数の分析を行うとともに、経済性の発揮及び公共性

の確保の観点から事業運営が適切に行われているかを検証した。 

３ 審査の期間  平成２０年６月３日から同年８月６日まで 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算諸表について 

審査に付された決算諸表は、中央卸売市場事業の経営成績及び財政状態を、適正に表示してい

るものと認められる。 

２ 事業運営について 

中央卸売市場の事業は、卸売市場法（昭和４６年法律第３５号）に基づき開設された１１市場、

１分場で運営されており、都民の食生活に必要な生鮮食料品等の円滑な流通を確保するため、 

市場施設の整備並びに維持管理を行っている。 

平成１９年度における卸売業者の取扱数量は、前年度に比べ、青果物は増加しているものの、

水産物、食肉及び花きでそれぞれ減少している。一方売上金額は、花き以外は、前年度に比べ減

少している。 

収支状況は、総収益１８０億９，０１５万余円に対し、総費用２１８億９，５２７万余円であ

り、差引き３８億５１２万余円の純損失となっている。 

財政状況は、資産５，９９６億５，１９１万余円、負債５６億９，５７７万余円及び資本  

５，９３９億５，６１４万余円となっている。 

経営状況は、営業損失が継続して生じており、市場は、今後とも、より一層効率的な事業運営

に努める必要がある。 
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第３ 経営状況の概要 

１ 市場における取引の概況について 

平成１９年度における卸売業者の取扱部類別卸売取扱量・売上金額は表１のとおりである。 

取扱量は、生鮮食料品が２８４万トン、花きが１９億１，７０２万本（切花換算）であり、前

年度（生鮮食料品２８５万トン、花き１９億５，５８０万本（切花換算））と比較すると、青果

物は増加したものの、水産物及び食肉はそれぞれ減少しており、生鮮食料品合計では４，０９５

トン減少し、花きでは、３，８７７万本減少している。 

売上金額は、生鮮食料品が１兆１，６７９億余円、花きが９９１億余円であり、総売上金額は

１兆２，６７１億余円となり、前年度の総売上金額（１兆２，７５３億余円）と比較して８２億

余円（０．６％）減少している。 

 

（表１）卸売業者の取扱部類別取扱量及び売上金額 

平成１９年度 平成１８年度 増（△）減 

取扱量 売上金額 

  年度 

 

部類 
取扱量 

(t)

売上金額 

(千円)

取扱量 

(t)

売上金額 

(千円) (t) (%) (千円) (%)

水 産 物 621,016 531,922,443 629,219 541,228,650 △ 8,202 △1.3 △ 9,306,206 △ 1.7

青 果 物 2,139,989 522,138,305 2,134,152 522,281,777 5,836  0.3 △  143,472 △ 0.0

食   肉 85,261 113,927,479 86,991 114,439,264 △ 1,729 △2.0 △  511,785 △  0.4

生鮮食料品 

合   計 
2,846,267 1,167,988,228 2,850,363 1,177,949,692 △ 4,095 △0.1 △ 9,961,464 △  0.8

花   き 
万本

191,702 99,166,717

万本

195,580 97,433,751

万本

△ 3,877 △2.0 1,732,965 1.8

総   計 － 1,267,154,946 － 1,275,383,444 － －  △ 8,228,498 △ 0.6

（注）１ 花きの取扱量は、切葉・切枝・鉢物・苗木・その他について、切花に換算した本数である。 
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２ 経営成績について 

平成１９年度における中央卸売市場事業の経営成績は、表２（詳細は、別表１比較損益計算

書）のとおり、総収益１８０億９，０１５万余円に対して、総費用２１８億９，５２７万余円で

あり、差引き３８億５１２万余円の純損失となっている。 

 

   （表２）経営成績比較表                   （単位：千円、％） 

増（△）減      年 度

 

科 目 

平成１９年度

(A) 

平成１８年度

(B) 金  額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100 

収
益 

営 業 収益

営業外収益

14,263,244

3,826,905

14,255,378

4,339,538

7,866

△  512,632

    0.1 

△     11.8 

総 収 益 18,090,150 18,594,916 △  504,765 △     2.7 

費
用 

営 業 費用

営業外費用

特 別 損 失

15,705,535

2,198,653

3,991,085

15,763,623

2,622,556

0

△   58,088

△  423,903

3,991,085

△     0.4 

△      16.2 

    － 

総 費 用 21,895,273 18,386,180 3,509,093 19.1 

純 利 益 △ 3,805,123 208,735 △ 4,013,859     － 

 

（１）収益について 

収益は、表３のとおり、総収益１８０億９，０１５万余円であり、その内訳は、営業収益 

１４２億６，３２４万余円、営業外収益３８億２，６９０万余円である。 

 

（表３）収益比較表                       （単位：千円、％） 

平成１９年度 平成１８年度 増（△）減 年 度 

 

科 目 
金  額 

(A) 
構成比

金  額 

(B) 
構成比

金額 

(C)=(A)-(B) 
率 

(C)/(B)×100

総 収 益 18,090,150 100 18,594,916 100 △  504,765 △  2.7

営 業 収 益 14,263,244 78.8 14,255,378 76.7 7,866 0.1

売上高割使用料 3,180,599 17.6 3,207,974 17.3 △  27,374 △  0.9

施 設 使 用 料 8,169,795 45.2 8,144,950 43.8 24,844 0.3 

雑 収 益 2,912,850 16.1 2,902,452 15.6 10,397 0.4

営 業 外 収 益 3,826,905 21.2 4,339,538 23.3 △  512,632 △  11.8

受 取 利 息 

及 び 配 当 金 
1,659,698 9.2 2,164,422 11.6 △  504,723 △  23.3

一般会計補助金 1,812,315 10.0 1,912,102 10.3 △  99,787 △  5.2

国 庫 支 出 金 42 0.0 84 0.0 △     42 △  50.0

 

 

雑 収 益 354,849 2.0 262,930 1.4 91,919 35.0
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営業収益は、１４２億６，３２４万余円であり、前年度（１４２億５，５３７万余円）と比

較して、７８６万余円（０．１％）増加している。これは、売上高割使用料（卸売業者等の売

上高の一定率を徴収）が２，７３７万余円減少したものの、施設使用料（市場施設の使用面積

に応じて徴収）が２，４８４万余円、雑収益が１，０３９万余円増加したことによるものであ

る。 

売上高割使用料を部類別に見ると、表４のとおり、前年度と比較して、青果物及び花きは、

増加しているものの、水産物及び食肉は減少している。 

施設使用料徴収の対象となる面積及び容積は表５のとおりである。施設使用料を種類別に見

ると、表６のとおり、前年度と比較して、事務所及び売店使用料と、冷凍室・冷蔵庫使用料が、

増加している。 

 

（表４）部類別・売上高割使用料               （単位：千円、％） 

増（△）減     年 度 

 

部 類 

平成１９年度 

(A) 

平成１８年度 

(B) 金  額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100 

水 産 物 1,300,546 1,337,581 △  37,034 △    2.8

青 果 物 1,384,534 1,375,496 9,038 0.7

食 肉 228,166 231,620 △   3,453 △    1.5

生鮮食料品計 2,913,248 2,944,697 △  31,449 △    1.1

花 き 244,870 240,178 4,691 2.0

そ の 他 22,481 23,098 △    617 △    2.7

合 計 3,180,599 3,207,974 △  27,374 △    0.9

（注）金額は、卸売業者、仲卸業者の合計である。ただし、その他の欄は、卸売業者、 

仲卸業者及び関連事業者の合計である。 

 

（表５）施設使用料徴収対象面積及び容積 

種   類 平成１９年度 平成１８年度 増(△)減 

売場等面積（ｍ２） 689,659.0 684,223.9 5,435.1 

冷蔵庫容積（ｍ３） 57,943.9 57,827.1 116.8 

（注）面積及び容積は、両年度とも年度末（３月３１日）現在の数値である。 
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（表６）種類別施設使用料                  （単位：千円、％） 

増（△）減     年 度 

 

種 類 

平成１９年度

(A) 

平成１８年度 

(B) 金  額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100 

売 場 使 用 料 1,939,926 1,941,513 △   1,586 △   0.1

事務所及び売店

使 用 料 
3,082,985 3,069,903 13,082 0.4

土 地 使 用 料 248,378 250,782 △   2,404 △   1.0

車両置場使用料 1,109,732 1,116,963 △   7,230 △   0.6

冷凍室・冷蔵庫

使 用 料 
800,709 787,908 12,801 1.6

その他使用料 988,062 977,880 10,182 1.0

合 計 8,169,795 8,144,950 24,844 0.3

 

営業外収益は、３８億２，６９０万余円であり、前年度（４３億３，９５３万余円）と比較

して、５億１，２６３万余円（１１．８％）減少している。これは、受取利息及び配当金が５

億４７２万余円減少したことなどによるものである。 

受取利息及び配当金の減少は、主に、前年度に一般会計貸付金１，６００億円が返還された

ことなどにより、受取利息が減少したことによるものである。 

一般会計補助金の内訳は、表７のとおりである。当年度は、１８億１，２３１万余円であり、

前年度（１９億１，２１０万余円）と比較して９，９７８万余円減少している。これは、業務

指導監督等事業費が９，７２７万余円増加したものの、施設管理費が８，６８６万円、生鮮食

料品流通対策費が、１億８５３万余円、それぞれ減少したことなどによるものである。 

 

（表７）一般会計補助金の内訳                   （単位：千円） 

区    分 平成１９年度 平成１８年度 増（△）減 

業務指導監督等事業費 1,760,940 1,663,664 97,276

施設管理費 0 86,860 △    86,860

生鮮食料品流通対策費 44,680 153,214 △   108,534

企業債利息等 6,695 8,364 △    1,669

合     計 1,812,315 1,912,102 △    99,787
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（２）費用について 

費用は、表８のとおり、総費用２１８億９，５２７万余円であり、その内訳は、営業費用 

１５７億５５３万余円、営業外費用２１億９，８６５万余円、特別損失３９億９，１０８万余

円である。 

 

（表８）費用比較表                        （単位：千円、％） 

平成１９年度 平成１８年度 増（△）減 年 度 

 

科 目 
金  額 

(A) 
構成比

金  額 

(B) 
構成比

金額 

(C)=(A)-(B) 
率 

(C)/(B)×100

総 費 用 21,895,273 100   18,386,180 100   3,509,093 19.1

営 業 費 用 15,705,535 71.7 15,763,623 85.7 △  58,088 △   0.4

管 理 費 10,609,822 48.5 10,285,133 55.9 324,688 3.2

業 務 費 106,279 0.5 108,257 0.6 △   1,977 △   1.8

減 価 償 却 費 4,887,665 22.3 4,861,874 26.4 25,791 0.5
 

資 産 減 耗 費 101,767 0.5 508,358 2.8 △  406,590 △  80.0

営 業 外 費 用 2,198,653 10.0 2,622,556 14.3 △  423,903 △  16.2

生 鮮 食 料 品 

流 通 対 策 費 
54,290 0.2 162,852   0.9 △  108,562 △  66.7

支払利息及び 

企業債取扱諸費 
2,018,415 9.2 2,447,785 13.3 △  429,370 △  17.5

繰延勘定償却 9,568 0.0 11,476 0.1 △   1,907 △  16.6

 

雑 支 出 116,379 0.5 442 0.0 115,936 ―

特別損失 3,991,085 18.2 0 0 3,991,085 ―

 

 特別損失 3,991,085 18.2 0 0 3,991,085 ―

 

営業費用は、１５７億５５３万余円であり、前年度（１５７億６，３６２万余円）と比較し

て、５，８０８万余円  (０．４％)減少している。これは主に、職員の退職手当が増加したこ

とにより管理費が３億２，４６８万余円増加したものの、資産減耗費が４億６５９万余円減少

したことによるものである。 

営業外費用は、２１億９，８６５万余円であり、前年度（２６億２，２５５万余円）と比較

して、４億２，３９０万余円 （１６．２％）減少している。これは主に、支払利息及び企業

債取扱諸費が４億２，９３７万余円減少したことによるものである。 

特別損失は、３９億９，１０８万余円であり、これは、企業債のうち財政融資資金である 

２８９億１，１０７万余円（借入年：昭和６３年３月から平成１４年３月、償還期限：２５

年）を繰上償還したことにより、貸主である国（財務省）が償還期限までに得られる予定であ

った利息額と、国(財務省)が繰上償還された資金を再度融資することにより得られる利息額と

の差額を、国に補償したものである。 
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この繰上償還は、一般会計長期貸付金が償還されたことから、この償還資金を活用し、有利

子負債を圧縮することにより、将来発生する支払利息を縮減したものである。 

なお、給与費、職員数等については表９のとおりとなっている。 

 

（表９）給与費明細表                    （単位：千円） 

 平成１９年度 平成１８年度 増（△）減 

給 料 1,624,713 1,708,535 △   83,822 

手 当 1,340,839 1,369,323    △  28,483 

法 定 福 利 費 526,029 521,592 4,436 

計 3,491,582          3,599,451 △  107,869 

職 員 数           ３７５人           ３８７人 △   １２人 

平 均 年 齢         ４６歳５月         ４６歳５月 ０月 

職員１人当たり

給 与 費
        7,913 千円         7,891 千円 21 千円 

（注）１  職員数及び平均年齢は、年度末現在である。 

２  職員１人当たり給与費は、（給料＋手当）÷月当たり平均職員数である。 

 

事業の収益性を示す経営比率は、表１０のとおりである。 

 

（表１０）経営比率表                          （単位：％） 

年度 

項目 
平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 算 式 

経 営資本 

営業利益率 
△  0.7 △  0.5 △  0.4 △  0.3  △  0.3 

営業利益

経営資本

営業収益 

営業利益率 
△ 17.6 △ 12.5 △ 12.1 △  10.6 △ 10.1 

営業利益

営業収益

総費用対 

総収益比率 
99.7 100.4 98.3 98.9 121.0 

総 費 用

総 収 益

    （注）  経営資本＝総資本－（建設仮勘定＋投資＋繰延勘定） 

 

中央卸売市場の経営成績は以上のとおりであり、表１１の純損益の推移について見ると、平

成１６年度を除き、純利益を計上してきたが、当年度は、企業債の繰上償還に伴う特別損失が

生じたため、純損失を計上し、当年度未処理欠損金は、別表１の比較損益計算書のとおり、 

１８５億２，７０８万余円となっている。 

 

（表１１）純損益の推移                  （単位：百万円） 

年度 

区分 
平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

営業損益 △ 2,491 △ 1,768 △ 1,713 △  1,508 △ 1,442 

経常損益 298 189 327 208 185 

純損益 54 △   74  327 208  △ 3,805 
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３ 財政状態について 

（１）資本的収支について 

資本取引に係る資金の動きを示す資本的収支の状況は、表１２のとおりである。 

当年度における資本的収入は、３３億２，２８０万余円であり、前年度（１，７８５億６，

０１６万余円）と比較して、１，７５２億３，７３６万余円減少している。これは、企業債収

入が１５２億７２４万余円、その他資本収入が１，６００億１，８０６万余円、それぞれ減少

したことなどによるものである。 

その他資本収入の減少は、主に、長期貸付金である一般会計貸付金の返還が前年度で終了し

たことによるものである。 

資本的支出は、４２９億９，９８１万余円であり、前年度（５０３億２，６７９万余円）と

比較して、７３億２，６９７万余円減少している。これは主に、企業債の繰上償還等により企

業債償還金が２８７億１，３１１万余円増加したものの、豊洲新市場建設に係る用地取得を行

わなかったことにより建設改良費が３６０億４，８２６万余円減少したことによるものである。 

資金収支の状況は、表１３のとおり、差引額は、４２３億５，０１６万余円の財源不足とな

っている。これに損益勘定留保資金等を補てんした結果、全体として、４１０億１，７３１万

余円の財源不足となっている。 

なお、当年度末における資金残高は、表１４のとおりである。 

 

（表１２）資本的収支比較表                   （単位：千円） 

項    目 平成１９年度 平成１８年度 増（△）減 

資本的収入 3,322,809 178,560,169 △175,237,360

企業債 3,285,356 18,492,600 △ 15,207,243

国庫補助金収入 1,627 13,679 △   12,052 

その他資本収入 35,825 160,053,890 △160,018,064

資本的支出 42,999,812 50,326,791 △  7,326,979

建設改良費 3,328,785 39,377,049 △ 36,048,264

企業債償還金 39,662,858 10,949,742 28,713,116 

国庫補助金返納額 8,168 0 8,168

資本的収支 △39,677,003 128,233,377 △167,910,380
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（表１３）資金収支表                         （単位：千円） 

支       出 収       入 

項      目 金  額 項      目 金  額 

資本的支出      (Ａ) 42,999,812 資本的収入      (Ｂ) 3,322,809

翌年度繰越工事資金  (Ｃ) 2,905,763 前年度繰越工事資金  (Ｄ) 232,597

計 (Ｅ)＝(Ａ)＋(Ｃ) 45,905,575 計 (Ｆ)＝(Ｂ)＋(Ｄ) 3,555,406

 
資本的収支不足額 

（Ｇ）＝（Ｅ）－（Ｆ） 
42,350,169

 （補てん財源内訳） 

 当期純利益 

損益勘定留保資金 

（減価償却費） 

（固定資産除却費等） 

（企業債発行差金償却） 

消費税資本的収支調整額 

△3,805,123

5,006,006

4,887,665

108,772

9,568

131,971

 計    (Ｈ) 1,332,855

収益的収支資金剰余額 

(Ｉ)＝(Ｈ) 
1,332,855  

 当年度資金不足額 

（Ｊ）＝（Ｇ）－（Ｈ） 
41,017,314

合 計 (Ｅ) 45,905,575 合 計 (Ｆ)＋(Ｈ)＋（Ｊ） 45,905,575

 

（表１４）年度末資金残高表                      （単位：千円） 

区     分 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

流動資産（Ａ） 38,937,014 31,314,373 99,214,323 208,131,393 170,959,989

流動負債（Ｂ） 4,375,436 6,720,422 29,392,702 4,405,369 5,578,114

年度末資金残高

（Ａ－Ｂ） 
34,561,578 24,593,950 69,821,621 203,726,024 165,381,875
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（２）資産及び負債・資本について 

当年度末の資産及び負債・資本の状況は、別表２比較貸借対照表のとおりである。 

資産総額は、５，９９６億５，１９１万余円であり、前年度（６，３８７億１，０２４万余

円）と比較して、３９０億５，８３２万余円（６．１％）減少している。これは主に、流動資

産が３７１億７，１４０万余円、固定資産が１８億７，８９９万余円、それぞれ減少したこと

によるものである。 

流動資産の減少は、主に、未収金が８億３，７７６万余円、前払金が６億４，７５０万円そ

れぞれ増加したものの、企業債の繰上償還などにより、現金預金が３８６億４，２７５万余円

減少したことによるものである。 

固定資産の減少は、主に、有形固定資産が１８億４，３０６万余円減少したことによるもの

である。 

負債総額は、５６億９，５７７万余円であり、前年度（４５億２，３０２万余円）と比較し

て、１１億７，２７４万余円（２５．９％）増加している。これは主に、未払金が１４億３８

７万余円増加したことによるものである。 

未払金の増加は、建設改良費未払金が８億４，１５６万余円、営業未払金が４億４２０３万

余円増加したことなどによるものである。 

資本総額は、５，９３９億５，６１４万余円であり、前年度（６，３４１億８，７２１万余

円）と比較して、４０２億３，１０７万余円（６．３％）減少している。これは、資本金が３

１億６，１００万余円増加したものの、剰余金が４３３億９，２０７万余円減少したことによ

るものである． 

資本金の増加は、企業債の償還などにより、借入資本金が３６３億７，５８５万余円減少し

たものの、利益剰余金の建設改良積立金を取崩し、組入資本金に３９５億３，６８６万余円を

組入れたことによるものである。 

剰余金の減少は、主に、建設改良積立金３９５億３，６８６万余円を取り崩したことによる

ものである。 

次に、当年度における企業債及び支払利息等の状況は、表１５のとおりである。 

企業債の未償還残高は、５６８億３，０５１万余円であり、前年度（９３２億６３７万余

円）と比較して、３６３億７，５８５万余円減少している。 

また、支払利息等は、２５億６，４６７万余円であり、前年度（２８億７９９万余円）と比

較して、２億４，３３１万余円減少している。 
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（表１５）企業債及び支払利息等の状況                 （単位：千円） 

平成１９年度 
区   分 

平成１９年度

末残高  (A) 増 加 減 少 

平成１８年度

末残高 (B) 

増(△)減 

(A)-(B) 

企 業 債 56,830,516 3,287,000 39,662,858 93,206,375 △36,375,858

区   分 平成１９年度支払額 (C) 平成１８年度支払額 (D) 
増(△)減 

(C)-(D) 

企業債利息 2,552,491 2,736,000 △  183,509

企業債取扱

諸   費
12,184 71,990 △  59,806

支

払 

利

息

等 

計 2,564,676 2,807,991 △   243,315

     

以上の財政状態を財務比率の推移で見ると、表１６のとおりである。 

 

（表１６）財務比率                           （単位：％） 

年度 

項目 
平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 算 式 

流 動 比 率 889.9 466.0 337.5 4,724.5 3,064.8
流動資産

流動負債

自 己 資 本 

構 成 比 率 
85.6 85.6 82.4 84.7 89.6

自己資本

総 資 本

固 定 長 期 

適 合 率 
94.5 96.6 88.9 67.9 72.2

固定資産

長期資本

（注）１ 自己資本＝自己資本金＋剰余金 

２ 長期資本＝資本金＋剰余金 
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４ 建設改良事業について 

中央卸売市場では、平成１７年１１月に第８次東京都卸売市場整備計画（計画期間：平成１７

年度～平成２２年度）を策定し、各市場の整備を行っている。 

平成１９年度における建設改良事業の執行状況は、表１７のとおり、予算額５５９億７，５９

０万余円に対し、執行額は３３億２，８７８万余円で、執行率は５．９％となっている。 

 

（表１７）建設改良事業執行状況                （単位：千円、％） 

 
予算額 

(A) 

執行額 

(B) 

執行率 

(B)/(A)

翌年度への 

繰越額 (C) 

不用額 

(A)-(B)-(C)

建設改良事業 55,975,901 3,328,785 5.9 2,905,763 49,741,352

施設拡張事業 52,767,286 2,329,493 4.4 2,905,763 47,532,029

施設改良事業 1,910,636 452,422 23.7 0 1,458,213

資産購入費 7,800 585 7.5 0 7,214

 

建 設 利 息 1,290,179 546,283 42.3 0 743,895

 

（１）施設拡張事業について 

施設拡張事業は、予算額５２７億６，７２８万余円に対し、執行額は２３億２，９４９万余

円であり、執行率は４．４％となっている。 

その主なものは、豊洲地区内道路（東京都都市計画道路補助第３１５号線）の高架化事業へ

の負担金（１８億９６６万余円）である。 

また、豊洲新市場用地の取得を予定していたが、取得を行わなかったことにより、執行率が

低くなっている。 

なお、大田市場における北側屋根付積込場建設工事の工期を延長したことなどにより、２９

億５７６万余円を翌年度へ繰り越している。 

 

（２）施設改良事業について 

施設改良事業は、予算額１９億１，０６３万余円に対し、執行額は４億５，２４２万余円で

あり、執行率は２３．７％となっている。 

その主なものは、淀橋市場卸売場エレベーター改修工事（７，５８７万余円）、築地市場水

産物部立体駐車場石綿除去工事（７，５４７万余円）及び、大田市場自動検針設備改良工事

（５，５６５万円）である。 

また、築地市場の石綿除去工事において、吹付け材の状態が安定しており、緊急に工事を行

う必要のない箇所について繰り延べたことから、執行率が低くなっている。 



（別表１）比較損益計算書
（単位：円、％）

平成１９年度 平成１８年度
金     額 金     額 金     額 率
(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) (C)/(B)×100

14,263,244,939      14,255,378,071      7,866,868           0.1

売 上 高 割 使 用 料 3,180,599,597       3,207,974,284       27,374,687  △      0.9  △    

施 設 使 用 料 8,169,795,130       8,144,950,992       24,844,138          0.3

雑 収 益 2,912,850,212       2,902,452,795       10,397,417          0.4

15,705,535,624      15,763,623,648      58,088,024  △      0.4  △    

管 理 費 10,609,822,265      10,285,133,900      324,688,365         3.2        

業 務 費 106,279,819         108,257,150         1,977,331  △       1.8  △    

減 価 償 却 費 4,887,665,816       4,861,874,524       25,791,292          0.5        

資 産 減 耗 費 101,767,724         508,358,074         406,590,350  △     80.0  △   

1,442,290,685       1,508,245,577       65,954,892  △      4.4  △    

3,826,905,594       4,339,538,356       512,632,762  △     11.8  △   

受取利息及び
配 当 金

1,659,698,945       2,164,422,237       504,723,292  △     23.3  △   

一 般 会 計 補 助 金 1,812,315,000       1,912,102,000       99,787,000  △      5.2  △    

国 庫 支 出 金 42,000              84,000              42,000  △          50  △   

雑 収 益 354,849,649         262,930,119         91,919,530          35.0       

2,198,653,147       2,622,556,846       423,903,699  △     16.2  △   

生鮮食料品
流 通 対 策 費

54,290,131          162,852,389         108,562,258  △     66.7  △   

支払利息及び
企 業 債 取 扱 諸 費

2,018,415,469       2,447,785,741       429,370,272  △     17.5  △   

繰 延 勘 定 償 却 9,568,250           11,476,000          1,907,750  △       16.6  △   

雑 支 出 116,379,297         442,716             115,936,581         －

185,961,762         208,735,933         22,774,171  △      10.9  △   

3,991,085,082       0                   3,991,085,082       －

特 別 損 失 3,991,085,082       0                   3,991,085,082       －

3,805,123,320       208,735,933  △     4,013,859,253       －

14,721,959,789      14,930,695,722      208,735,933  △     1.4  △    

18,527,083,109      14,721,959,789      3,805,123,320       25.8       当年度未処理欠損金

特 別 損 失

当 年 度 純 損 失

前年度繰越欠損金

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

増（△）減
科　　目

営 業 収 益

営 業 費 用

-13-



（別表２）比較貸借対照表
（単位：円、％）

金     額 金     額 金     額 率
(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) (C)/(B)×100

428,661,542,912   71.5 430,540,541,307   67.4 1,878,998,395  △     0.4  △      

428,337,470,698   71.4 430,180,531,676   67.4 1,843,060,978  △     0.4  △      

土 地 189,635,253,748   31.6 176,044,678,850   27.6 13,590,574,898        7.7          

立 木 717,568,765       0.1 719,777,285       0.1 2,208,520  △         0.3  △      

建 物 125,603,529,384   20.9 128,139,619,713   20.1 2,536,090,329  △     2.0  △      

構 築 物 17,788,106,618    3.0 11,251,330,005    1.8 6,536,776,613         58.1         

機 械 及 び 装 置 25,015,672,816    4.2 26,539,473,218    4.2 1,523,800,402  △     5.7  △      

車 両 運 搬 具 7,822,764         0.0 8,135,714         0.0 312,950  △           3.8  △      

工具器具及び備品 56,966,458        0.0 61,799,303        0.0 4,832,845  △         7.8  △      

建 設 仮 勘 定 69,512,550,145    11.6 87,415,717,588    13.7 17,903,167,443  △    20.5  △     

10,932,214        0.0 11,537,631        0.0 605,417  △           5.2  △      

施 設 利 用 権 4,432,143         0.0 5,037,560         0.0 605,417  △           12.0  △     

電 話 加 入 権 6,500,071         0.0 6,500,071         0.0 0                     0

313,140,000       0.1 348,472,000       0.1 35,332,000  △        10.1  △     

投 資 有 価 証 券 300,000,000       0.1 300,000,000       0.0 0                     0

出 資 金 6,000,000         0.0 6,000,000         0.0 0                     0

貸 付 金 7,140,000         0.0 42,472,000        0.0 35,332,000  △        83.2  △     

170,959,989,955   28.5 208,131,393,380   32.6 37,171,403,425  △    17.9  △     

169,032,041,570   28.2 207,674,794,204   32.5 38,642,752,634  △    18.6  △     

預 金 169,032,041,570   28.2 207,674,794,204   32.5 38,642,752,634  △    18.6  △     

1,229,504,015     0.2 391,734,952       0.1 837,769,063           213.9        

営 業 未 収 金 81,267,627        0.0 57,628,303        0.0 23,639,324            41.0         

営 業 外 未 収 金 1,139,828,671     0.2 329,277,649       0.1 810,551,022           246.2        

そ の 他 未 収 金 8,407,717         0.0 4,829,000         0.0 3,578,717             74.1         

1,244,370         0.0 1,814,224         0.0 569,854  △           31.4  △     

そ の 他 貯 蔵 品 1,244,370         0.0 1,814,224         0.0 569,854  △           31.4  △     

647,500,000       0.1 0                 0 647,500,000           ―

前 払 金 647,500,000       0.1 0                 0 647,500,000           ―

49,700,000        0.0 63,050,000        0.0 13,350,000  △        21.2  △     

保 管 有 価 証 券 49,700,000        0.0 63,050,000        0.0 13,350,000  △        21.2  △     

30,381,030        0.0 38,305,780        0.0 7,924,750  △         20.7  △     

30,381,030        0.0 38,305,780        0.0 7,924,750  △         20.7  △     

599,651,913,897   100 638,710,240,467   100 39,058,326,570  △    6.1  △      

そ の 他 流 動 資 産

繰 延 勘 定

現 金 及 び 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資

流 動 資 産

企 業 債 発 行 差 金

（注）有形固定資産の減価償却累計額は、平成１９年度77,041,246,719円、平成１８年度72,323,775,987円である。

資 産 合 計

科　　目
増（△）減平成１９年度 平成１８年度

構成比 構成比

固 定 資 産
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（単位：円、％）

金     額 金     額 金     額 率
(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) (C)/(B)×100

117,657,540       0.0 117,657,540       0.0 0                   0

117,657,540       0.0 117,657,540       0.0 0                   0

預 り 保 証 金 117,657,540       0.0 117,657,540       0.0 0                   0

5,578,114,051     0.9 4,405,369,333     0.7 1,172,744,718       26.6       

4,210,745,400     0.7 2,806,869,636     0.4 1,403,875,764       50.0       

営 業 未 払 金 1,620,341,090     0.3 1,178,306,944     0.2 442,034,146         37.5       

営 業 外 未 払 金 25,567,432        0.0 19,204,851        0.0 6,362,581           33.1       

建設改良費未払金 2,450,211,545     0.4 1,608,647,000     0.3 841,564,545         52.3       

そ の 他 未 払 金 114,625,333       0.0 710,841           0.0 113,914,492         ―

32,406,600        0.0 280,558,300       0.0 248,151,700  △     88.4  △   

50,058,787        0.0 49,073,567        0.0 985,220             2.0        

営 業 前 受 金 208,270           0.0 208,430           0.0 160  △             0.1  △    

営 業 外 前 受 金 49,850,517        0.0 48,865,137        0.0 985,380             2.0        

1,284,903,264     0.2 1,268,867,830     0.2 16,035,434          1.3        

預 り 保 証 金 1,284,903,264     0.2 1,268,867,830     0.2 16,035,434          1.3        

5,695,771,591     0.9 4,523,026,873     0.7 1,172,744,718       25.9       

401,346,159,445   66.9 398,185,154,709   62.3 3,161,004,736       0.8        

344,515,642,827   57.5 304,978,779,264   47.7 39,536,863,563      13.0       

固 有 資 本 金 2,180,981,776     0.4 2,180,981,776     0.3 0                   0

繰 入 資 本 金 24,922,254,586    4.2 24,922,254,586    3.9 0                   0

組 入 資 本 金 317,412,406,465   52.9 277,875,542,902   43.5 39,536,863,563      14.2       

56,830,516,618    9.5 93,206,375,445    14.6 36,375,858,827  △  39.0  △   

企 業 債 56,830,516,618    9.5 93,206,375,445    14.6 36,375,858,827  △  39.0  △   

192,609,982,861   32.1 236,002,058,885   36.9 43,392,076,024  △  18.4  △   

46,425,279,025    7.7 46,475,368,166    7.3 50,089,141  △      0.1  △    

受 贈 財 産 評 価 額 5,207,708,904     0.9 5,206,718,404     0.8 990,500             0.0        

国 庫 補 助 金 41,205,621,480    6.9 41,257,171,121    6.5 51,549,641  △      0.1  △    

その他資本剰余金 11,948,641        0.0 11,478,641        0.0 470,000             4.1        

146,184,703,836   24.4 189,526,690,719   29.7 43,341,986,883  △  22.9  △   

建 設 改 良 積 立 金 160,852,236,805   26.8 200,389,100,368   31.4 39,536,863,563  △  19.7  △   

貸 付 資 金 積 立 金 3,859,550,140     0.6 3,859,550,140     0.6 0                   0

当年度未処理
欠 損 金

18,527,083,109    3.1 14,721,959,789    2.3 3,805,123,320       25.8       

593,956,142,306   99.1 634,187,213,594   99.3 40,231,071,288  △  6.3  △    

599,651,913,897   100 638,710,240,467   100 39,058,326,570  △  6.1  △    負 債 資 本 合 計

自 己 資 本 金

借 入 資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 合 計

利 益 剰 余 金

科　　目
増（△）減平成１９年度 平成１８年度

構成比 構成比

固 定 負 債

そ の 他 固 定 負 債

前 受 金

資 本 金

負 債 合 計

流 動 負 債

未 払 金

預 り 金

未 払 消 費 税
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